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上記事項につきましては、法令および当社定款第14条の規

定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交

付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略

しております。 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

(- 1 -) ／ 2024/10/07 10:46 (2024/10/07 10:45) ／ 02.docx 

- 1 -

個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 売買目的有価証券…………………時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

(2) 子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

① 市場価格のない株式等…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

以外のもの         処理し、売却原価は総平均法により算定） 

② 市場価格のない株式等…………総平均法による原価法 

(4) 暗号資産の評価基準及び評価方法 

     活発な市場があるもの…………事業年度末日の市場価格に基づく価額をもって

貸借対照表価額としております。 

(5) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

① 商 品       …………………個別法 

② 店 舗 食 材       …………………最終仕入原価法 

③ 貯 蔵 品       …………………最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有 形 固 定 資 産          …………… 定率法 

     （リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降取得の建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  ３年～50年 

 (2) 無 形 固 定 資 産          

    （リース資産を除く）

…………… ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

 (3) リ ー ス 資 産           …………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産につきましては、自己所有の固定

資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金          ……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 投 資 損 失 引 当 金          ……………投資先の財政状況、資産状況の悪化に伴う損失

発生に備えるため、損失負担見込額を計上して

おります。 

 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。 

(1) 衣料事業 

衣料事業は主に衣料品等の販売を行っております。衣料品等の販売については、

商品の引渡時点において顧客が当該衣料品等に対する支配権を獲得することから、

履行義務が充足されると判断しており、当該衣料品等の引渡時点で収益を認識し

ております。 

(2) 飲食事業 

飲食事業は主に焼肉店の経営・運営並びに付帯するサービスの提供を行ってお

ります。これらサービスの提供は顧客にサービスの提供が完了した時点及び商品

を引渡した時点で収益を認識しております。 

(3) 不動産事業 

不動産事業は主に不動産の賃貸、管理等を行っております。同事業における不

動産の施設管理等については、契約上の条件が履行された時点で履行義務が充足

されると判断し、当該時点で収益を認識しております。 
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表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書） 

前事業年度において「営業外収益」として区分掲記しておりました「助成金収入」

（1,426千円）「収益分配金」（3,144千円）は、重要性が減少したため当事業年度よ

り「営業外収益」の「その他」に含めることとしました。 

 

 

会計上の見積りに関する注記 

固定資産の減損 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

項目 金額（千円） 

有形固定資産 1,255,980 

無形固定資産 58 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

当社は固定資産の減損に係る会計基準に従い、建物及び土地については事業部単

位の店舗毎で資産のグルーピングを行い、それ以外の資産については損益管理を合

理的に行える事業単位で資産のグルーピングを行い、減損の兆候を判定しておりま

す。当事業年度においては、市場価額の著しく下落しているグループ、又は営業活

動から生じる損益が継続的にマイナスである資産グループ、経営環境が著しい悪化

している資産グループについて減損損失の要否を検討しております。減損損失を認

識するかどうかの検討には将来キャッシュ・フローの見積り金額を用いており、減

損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額が回収可能価額を上回る金額を減

損損失として計上しております。 

なお、各資産グループの回収可能価額は、不動産鑑定評価額もしくは固定資産評

価額を基準とした正味売却価額を使用しております。 

② 重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響 

将来キャッシュ・フローは、過去の販売実績や外部情報等を反映して作成した翌

事業年度の計画を基礎として作成しております。新型コロナウイルス感染症の影響

については未だ予断を許さないものの、行動制限の緩和に伴いピークは過ぎたもの

と判断しております。ただし、ウクライナ紛争に端を発したガソリン価格等の高騰

に伴い、原材料・水道光熱費等諸経費が軒並み上昇しております。こうしたことか

ら、翌事業年度の業績への影響については、売上高は当事業年度下期並みを見込

んでおりますが、翌期利益につきましては、今後の状況次第により変動するため影

響の程度を正確に把握することは、極めて困難な状況であります。当該見積りにつ

いて、これら将来の不確実な経済条件の変動により見直しが必要となった場合、翌

事業年度において追加の減損損失を認識する可能性があります。 
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貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 782,068千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権は次のとおりであります。 

短期金銭債権 36,413千円 

長期金銭債権 90,048千円 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

出向料の受取 4,692千円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

    （単位：株）

株 式 の 種 類 
当事業年度期首

の 株 式 数 

当事業年度増加

株 式 数 

当事業年度減少

株 式 数 

当事業年度末の

株 式 数 

普 通 株 式 4,175,912 － － 4,175,912 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （単位：株）

株 式 の 種 類 
当事業年度期首

の 株 式 数 

当事業年度増加

株 式 数 

当事業年度減少

株 式 数 

当事業年度末の

株 式 数 

普 通 株 式 838 － － 838 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については一時的な余資は安全性の高い短期の預金と一部は有

価証券等で運用しております。また、資金調達に関しては長期的な運転資金を銀

行からの借入金で調達しており、それ以外は自己資金により賄っております。な

お、デリバティブ取引は行っておりません。 

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

営業債権である売掛金並びに預け金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されて

おります。貸付金については、業容拡大のための取引先等への貸付でありますが、

貸付先の業績及び顧客の返済能力の減少による信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に上場株式及び関連会社株式であり、市場価格

の変動リスク及び関連会社の業績変動リスク並びに為替変動リスクに晒されてお

ります。また、敷金及び保証金についても、営業店舗賃借のために敷金及び保証

金を差し入れておりますが、賃借期間満了時の返済能力減少や契約不履行による

信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金については、主に商品及び原材料並びに販売用不動産購入

の都度発生いたします。借入金は長期的な運転資金を目的としたものであります

が、支払金利の変動リスクに晒されております。また、長期預り敷金については、

店舗等を賃貸する時に預かっているものでありますが、顧客の信用力低下による

賃貸継続性等のリスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社ではそれぞれのリスクに対して、取締役会において適時協議を行っておりま

すが、各リスクに対しては、さらに以下の管理を行っております。 

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当社は、売掛金等の営業債権につきましては、毎月営業店舗に関わるものは営

業店舗で、本部請求のものについては財務部で売掛金管理規程等に基づき債権

管理を行っております。貸付金並びに敷金及び保証金等の債権につきましては、

定期的に取引先の信用情報の収集を行い、必要な場合は貸付先の財政状態の調

査を行い、会社の権利保全に努めております。 

② 市場リスク（株価や為替等の変動リスク）の管理 

当社は、有価証券及び投資有価証券に関しては定期的に時価のチェックを行う

とともに、発行会社の財務状況等を把握し時価変動リスクに備えております。

また、為替に関しては、毎月の為替を財務部がチェックし為替変動リスクに備

えております。 

③ 資金調達に関する流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理 

当社は、各部門からの年度計画に基づき、財務部において年間事業計画書を作
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成、これを基に年間資金計画を作成し、毎月の実績との対比により手元流動性

を確保しております。また、資金調達に関しては、自己資金と銀行からの借入

金により賄っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2024年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に含まれておりません。

（（注）２をご参照ください。） 

   （単位：千円） 

勘 定 科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 売掛金 14,940 14,940 － 

(2) 預け金 415,147 415,147 － 

(3) 短期貸付金 31,618 31,618 － 

(4) 長期貸付金 1,363,109   

貸 倒 引 当 金 △1,323,044   

 40,064 40,064 － 

(5) 有価証券及び投資有価証券 532,069 532,069 － 

資 産 計 1,033,841 1,033,841 － 

(1) 買掛金 22,733 22,733 － 

(2) １年内返済予定の長期借入金 12,360 13,792 1,432 

(3) 長期借入金 83,520 81,162 △2,357 

負 債 計 118,613 117,688 △924 

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること及び預金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（注）２．市場価格のない株式等は、「(5)有価証券及び投資有価証券」には含まれてお

りません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 
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  （単位：千円）

 区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額 

 非上場株式 8,546 

 非上場転換社債 302,707 

 関係会社株式 48,666 

 匿名組合出資金 490,380 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に

関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した

時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した

時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1）時価をもって貸借対照表に計上している金融商品 

当事業年度末日（2024年７月31日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 532,069 － － 532,069 

資産計 532,069 － － 532,069 
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(2）時価をもって貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当事業年度末日（2024年７月31日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

１年内返済予定の長期借入金 － 13,792 － 13,792 

長期借入金 － 81,162 － 81,162 

負債計 － 94,955 － 94,955 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券 

上場株式は相場価額を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１に分類しております。 

長期借入金 

元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しているため、その時価をレベル２に分類しており

ます。 

 

 

賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、高知県その他の地域において、賃貸用の不動産を所有しております。当事

業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は30,498千円（賃貸収益は売上

高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

 （単位：千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額 
当事業年度末の時価 

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

639,472 247,564 887,037 845,837 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。 

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は賃貸マンション取得（260,483千円）、

主な減少額は減価償却費（12,918千円）であります。 

３．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算

定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 
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収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

衣料事業 飲食事業 不動産事業 計 

売上高 

顧客との契約から生
じる収益 

68,319 548,898 － 617,217 

その他の収益 － － 78,116 78,116 

外部顧客への売上高 68,319 548,898 78,116 695,334 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計

方針に係る事項 ５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローと

の関係並びに当事業年度において存在する残存する顧客との契約から翌事業年度以

降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

当社は、契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

現存する履行義務に関する情報の記載を省略しております。 
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 貸倒引当金繰入超過額 568,770千円 

 投資有価証券評価損否認 218,932千円 

 減損損失否認 410,471千円 

 投資損失引当金否認 159,487千円 

 税務上の繰越欠損金  102,379千円 

 未収利息不計上 21,854千円 

 その他 13,108千円 

 繰延税金資産小計 1,495,004千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額  △ 102,434千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,392,625千円 

 評価性引当額小計  △1,495,059千円 

 繰延税金資産合計 －千円 

 繰延税金資産の純額 －千円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳 

 法定実効税率 32.52％ 

 （調整）  

 住民税均等割 △5.66％ 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 △12.32％ 

 評価性引当額の増減 △24.31％ 

 その他 4.11％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.66％ 
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関連当事者との取引に関する注記 

（1）子会社及び関連会社等 

種 類 会社等の名称 

議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取 引 金 額 

(千円) 
科 目 

期 末 残 高 

(千円) 

子 会 社 ㈱ギャンブルライフ 
（所有） 

直接100.00 

資金の貸付 

決済代金の立替 

決済代金の 

立替 
25,022 

立替金 36,413 
決済代金の 

返済 
21,314 

出向料の 

受取 
4,692 

－ － 
長期貸付金 

(注)1 
80,935 

－ － 
長期未収入金 

(注)1 
9,113 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．立替金、長期貸付金及び長期未収入金に対し100,080千円の貸倒引当金を設定し

ております。 

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

（2）役員及び個人主要株主等 

種 類 
会社等の名称 

又 は 氏 名 

議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取 引 金 額 

(千円) 
科 目 

期 末 残 高 

(千円) 

役 員 山 本 真 嗣 
（被所有） 

直接65.75 

当社代表取締役

会長兼社長 

債務被保証 

(注)1 
100,000 － － 

役 員 山 本 悠 童 
（被所有） 

直接2.94 

当社代表取締役

副社長 

資金の返済 802 
短期・長期 

貸付金 
39,233 

利息の受取 

(注)2 
397 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．当社は銀行からの借入金に対して、当社代表取締役会長兼社長である山本真嗣

より債務保証を受けております。 

２．当社代表取締役副社長山本悠童からの受取利息については、市場価格等を勘案

し価格交渉のうえ決定しております。 

３．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
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１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 545円23銭 

(2) １株当たり当期純損失 22円29銭 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

その他の注記 

該当事項はありません。 


